
成果発揮＆新たな挑戦
2023年度から2026年度の４年間を計画期間とする本計画は「長期経営計画の最終ステージ」であり「ちゅうぎん

フィナンシャルグループの第一次中期経営計画」です。
以下の「３つの成長戦略」により、ステージⅠ・Ⅱの改革をベースに成果を発揮し、長期経営計画のKPIの達成を目

指すとともに、次の10年に向けた、新たな挑戦をおこなっていきます。

地域の魅力・ポテンシャルを引き出し「地域の持続的な発展」に貢献します

地域社会やお客さまの課題に対して、
グループ全体で、上流から面で取組むことによって良質なアセットを積み上げていく計画です。

成長戦略を実行するための「強固な土台」を築きます

次なる成長に向けた「新たな価値」を創造します

1 地方創生SDGsの「深化」

3　グループ経営基盤の強化

2　イノベーションの創出

1　地方創生SDGsの「深化」

3 グループ経営基盤の強化

2 イノベーションの創出

地方創生　 ▶DX・SXを起点とした地域を面で捉えた取組み、創業支援、SDGs活動を強化

地域応援活動 ▶川上から川下までの一貫したソリューションを提供
▶サステナブルファイナンスを強化

ライフプラン
サポート活動

▶お客さまのライフプランの実現を支援
▶安定した資産形成・安心する資産承継の支援を強化

ポートフォリオ ▶事業ポートフォリオの最適化と経営資源の戦略的な配賦を実践

財務資本 ▶健全性・収益性・株主還元の観点で適切な財務運営を実行

人的資本 ▶事業戦略に沿って「人的資本投資」を大幅に拡大

ダイバーシティ ▶多様な人財の採用・活躍推進を強化

ガバナンス ▶グループ全体での内部統制システムを高度化

ＤＸ ▶業務プロセス改革・次世代チャネル・デジタル人財育成を推進

新規事業 ▶協業によってグループ独自の新規事業を創出

アライアンス ▶広域連携・地域連携・異業種連携を積極的に展開

地域経済・社会の活性化 少子高齢化社会への対応 環境経営の促進 DXの推進

対応するマテリアリティ

多様な人財の活躍推進 ガバナンスの高度化 ＤＸの推進

対応するマテリアリティ

ＤＸの推進 多様な人財の活躍推進

対応するマテリアリティ

資本活用

高付加価値営業

グループ各社の成長

DX効果

アセット全体戦略（貸出金を中心にアセット残高＋1兆円）
⃝コア分野： サステナブルファイナンスや地方創生、シェア拡大を通じた地元貸出金の増加
⃝戦略運用分野： 再生エネルギー、地域へのエクイティ、海外支店の活用、リースを含めた新事業などの戦略分野の強化
⃝市場性運用分野： 貸出金・有価証券の一体運用による高いリスク／リターン（RORA等）の追求

お客さまの課題に対する高いコンサルティング
（法人）川上から川下まで一貫したソリューション
（個人） お客さまのライフイベントやニーズに応じた最

適なアプローチと提携

銀行との連携を強みとして、お客さまへの複合提案を強化
さまざまな知見を活かし、金融の範疇を超えて地域課題の解決をリード

+ 105 億円

+ 10 億円

+ 20 億円

+ 15 億円

親会社株主に帰属する
当期純利益

上記取組みはそれぞれの利益効果にとどまらず、
良質なアセット積上げに波及

最も大きな成長ドライバーは
資本活用による資金利益の拡大

親会社株主に帰属する
当期純利益

KPI
300億円

2022年度
実績値

2026年度
目標

資本活用
（資金利益）
うちコア領域※

+85億円

高付加価値営業
（役務利益）

銀行以外の
グループ各社の

成長

DX効果
人的資本
投資拡大
＋

戦略投資

その他

204億円

+105億円
+10億円

+20億円
+15億円 △30億円

△24億円

※ コア領域：地元事業性貸出金、個人ローンなど

利益成長イメージ

業務プロセスや次世代チャネルの変革を通じて、
トップラインの拡大やリソースの捻出を実現
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ちゅうぎんフィナンシャルグループのサステナビリティ経営

中期経営計画「未来共創プラン ステージⅢ」


